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日本では現在自動車が交通手段として多く利用されている．現在の日本の交通事故は減少傾向に

あるが，愛知県の交通事故死者数は全国で最も多く，これらの数を減らすために行政面や技術面に

おいて様々な提案が実施されている．また，ハインリッヒの法則では1つの重大な事故に対して300

ものヒヤリハットが存在することが示されている．予備軍であるヒヤリハット，つまり潜在的危険

を低減することで，より効果的な事故対策になる．本研究では，運転ストレス頻度と道路構造の

関係性，交通事故頻度との関係性を頻度モデルを構築して分析し，交通事故の潜在的なヒ

ヤリハットであるリスク指標としての妥当性を検討した．パラメータ推定モデルより運転ス

トレス頻度が増えるほど交通事故数も増えることを示した． 
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1 はじめに 

 

(1) 研究背景 

日本の交通事故件数はここ数年で減少傾向にあるが，

第 9 次安全交通基本計画によるとまだ“第一次交通戦

争”といわれる1970年の7万件を下回ったばかりであ

る（図-1）．また，交通事故死者数に関しても減少傾向

であるが，その減少数は緩やかである．現在の交通事故

対策として，交通事故件数の多いエリアでの右折レー

ンの追伸や最高速度を規制するなどの行政面による対

策がある．他にも，自動ブレーキシステムや事故が生じ

てしまった場合に生存率を上げるエアバックシステム

など技術面による対策がある．これらのように未然に

交通事故を減らすための対策と交通事故が生じてしま
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図-1 全国交通事故件数の推移
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った場合の保護対策の 2 種類がある．ここでは交通事

故数を減らすという観点から，未然に交通事故を防ぐ

ための対策を対象とする． 

ハインリッヒの法則では 1 つの重大事故の背後には

29 の軽微な事故が存在し，その背後には 300 ものヒヤ

リハットが存在していると経験則により定義されてい

る（図-2）．この法則を交通事故に当てはめると1つの

重大事故は死亡事故，29 の軽微な事故は重軽傷事故，

300のヒヤリハットは急ブレーキ箇所と考えられる．例

えば，本田技研工業株式会社はHonda Internavi搭載車両

から急ブレーキを踏んだデータを解析し，急ブレーキ

多発地点を Safety Map として一般公開している．ここ

での急ブレーキの定義は速度低下-0.25G(3 秒間で約

25km/h以上)である．さらに，さいたま市ではこの急ブ

レーキ多発地点をヒヤリハットデータとして，市民の

投稿情報を参考に走路表示や減速帯，カーブミラーの

設置など道路環境の改善に役立てている． 

本研究では急ブレーキ箇所よりもより潜在的な指標

の 1 つと考えられるドライバーの主観的申告による運

転ストレスに着目する．運転ストレスとは，個別ドライ

バーの運転時の不安や不快，怒りと定義し，これらに該

当する運転状況を運転者に主観的に申告してもらった

ものである． 

 

 (2) 既往研究と本研究の位置づけ 

道路環境と交通事故数の関係や運転ストレスを対象

とした研究はいくつか行われている． 

渡部ら(2015)は愛知県を対象に道路環境と交通事故

数の関係についてモデル化し，分析した．この論文では

幹線道路と生活道路の 2 つで関係性を分析し，交通事

故の要因として道路幅員や交通量の有効性を示した． 

田久保(2005)は交通事故とヒューマンエラーの関連

性について考察した．ヒューマンエラーを発生させる

負荷として交通状況の複雑さと運転者の情報処理能力

の相対的関係で定まることを示した． 

山本ら(2006)はプローブカーデータを使うことによ

って急ブレーキと交通事故について分析した．急ブレ

ーキ強度が大きくなるほど交通事故と相関が高くなる

ことを示した．しかし，相関係数自体は小さく急ブレー

キデータから交通事故多発危険地域を抽出することは

難しいことを示した． 

小野伸(2004)によって事故低減のために路面描写コ

ンセプトを示した．車両予測位置を路面上に投影描写

することで早く危険を認知し，事故を低減できること

を示した． 

金森ら(2015)は運転者の新たな満足度指標として運

転ストレスに着目し，生体データなどからの定量化が

行われた．これにより主観的運転ストレスと生体デー

タとの関係性について示した． 

これらのように交通事故数の関係や運転ストレスに

着目した研究はいくつか行われているが，運転ストレ

スと交通事故数の関係についての研究はまだ行われて

いない．そこで本研究では運転ストレス頻度と道路環

境から各区間でストレス頻度を予測し，運転ストレス

頻度が交通事故数にどのような影響をあたえているの

か予測する．具体的には，運転ストレス頻度と道路構造

の関係性，交通事故頻度との関係性を頻度モデルを構

築して分析し，交通事故の潜在的なヒヤリハットであ

るリスク指標としての妥当性の検討が本研究の目的で

ある． 

 

 

2 データ概要 

 

(1) 幹線道路の交通事故データの概要 

 本研究では，愛知県内を対象に幹線道路での交通事

故数のデータを使用する．今回は”公益財団法人 交通

事故総合分析センター(イタルダ)”の”交通事故・道路統

合データベース”のデータを使用する．イタルダでは警

察庁から提供される交通事故のデータ(交通事故統計デ

ータ)と国土交通省から提供される道路のデータ(道路

29個の軽微・中等度の事故 

1個の重大な事故 

 

図-2 ハインリッヒの法則 

300個のヒヤリハット 
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交通センサスデータ)を，国土交通省から提供されるマ

ッチングデータによって結び付け，このデータを作成

している． 

a） 調査の対象 

調査対象は愛知県内でセンサス(一般交通量調査)の

対象内である幹線道路とした．ただし，本研究では都市

間・都市高速道路は対象外とした． 

b） 調査の期間 

交通事故のデータは平成 25 年のデータを使用する．

この時の道路交通センサスデータは直近の調査年であ

る平成22年の観測結果となっている． 

c） 調査項目 

発生日時，昼夜，路面状態，道路形状，道路線形，当

事者別のデータ，事故内容，人数，事故類型，法令違反，

事故位置，道路の分類，道路構造，交通量，沿道状況，

その他 

d） データ件数 

幹線道路での交通事故のデータ件数は24,743件であ

る． 

 

(2) 生活道路の交通事故データの概要 

 本研究では，愛知県内を対象に幹線道路の交通事故

データを使用する上で生活道路と幹線道路での交通事

故時の道路構造，環境について比較する．今回は幹線道

路と同様”公益財団法人 交通事故総合分析センター

(イタルダ)”の生活道路を対象とし，交通事故統計デー

タについて経度・緯度情報を基にマップ上にプロット

し，標準地域メッシュに当てることで各メッシュにて

発生した事故件数，死者数，死傷者数を集計したデータ

を使用する． 

a） 調査の対象 

調査対象は愛知県内でセンサス(一般交通量調査)の

対象外である生活道路とした． 

b） 調査の期間 

交通事故のデータは幹線道路と同様平成25年のデー

タを使用する． 

c） 調査項目 

発生日時，昼夜，路面状態，道路形状，道路線形，当

事者別のデータ，事故内容，人数，事故類型，法令違反，

事故位置，道路の分類，道路構造，沿道状況，その他 

d） データ件数 

生活道路での交通事故データ件数は22635件である． 

 

(3) 運転ストレス頻度のデータ概要 

 本研究では，様々な道路構造を走行できるように設

置した名古屋市内の指定コース(図-3，図-4)を走行した

時の運転者の主観的判断で申告された運転ストレスの

データを使用する．この指定コースはさまざまな道路

形状を走行できるように配慮したコースとなっている．

主観的な運転時の不快・不安な箇所と内容，程度を運転

後の動画データを利用することによって事後ヒアリン

グ調査を実施している． 

 

 

 

a） 調査の対象 

調査対象は 20 歳代男子大学生 3 名，60 歳代男性 3 名

を対象に指定コース(図-3)をプリウス(トヨタ)で走行す

る． 

図-3 名古屋市内指定コース図 

 【福原町】 【代官町】

【出来町通】 【山道（東山公園）】

図-4 名古屋市内指定コース 写真 
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今回の調査では各人複数回，延べ 27 回走行コースを

走行した． 

b） 調査の期間 

2014/12/24~2015/1/13のものを使用する． 

c） 調査の流れ 

ドライブレコーダーと連動したスイッチを押すこと

によって，運転後に動画データを見ながら運転中のス

トレスについて振り返りながらヒアリング調査を行う．

なおスイッチは10ミリ秒毎に記録される． 

図-5 運転ストレススイッチ 写真 

d） データの例 

表-1 は運転ストレスデータの例である．被験者 No．

とは被験者(英字)と走行する上で X 個目に感じたスト

レス(数字)で表されている．ストレス区分とは，不安，

不快の 2 つに分類される．このとき 5 秒区間で運転ス

トレス頻度を1として採用した．また，5秒より大きい

場合は 5 秒毎に複数代表点を採用した．代表点を採用

した理由はスイッチの観測感覚がミリ秒単位で短く，

データ量が大きくなることやストレスへの生体反応は

5 秒程度で区切られて分析されていることが挙げられ

る． 

例：A1 で運転ストレス頻度を 2 つ代表点として採用

した．(5<時間≦10) 

A2 で運転ストレス頻度を 1 つ代表点として採用

した．(0<時間≦5) 

 

表-1 運転ストレス頻度データ 
被

験

者

No. 

スト

レス

区

分 

日付 時刻 緯度 経度 

代

表

点 

A1 
不

安 

2014/12/

25 

14:30:0

9 

35.1587

15 

136.960

83 
0 

A1 
不

安 

2014/12/

25 

14:30:1

0 

35.1587

35 

136.960

77 
0 

A1 
不

安 

2014/12/

25 

14:30:1

1 

35.1587

51 

136.960

71 
1 

A1 
不

安 

2014/12/

25 

14:30:1

2 

35.1587

64 

136.960

67 
0 

A1 
不

安 

2014/12/

25 

14:30:1

3 

35.1587

73 

136.960

64 
0 

A1 
不

安 

2014/12/

25 

14:30:1

4 

35.1587

79 

136.960

62 
0 

A1 
不

安 

2014/12/

25 

14:30:1

5 

35.1587

86 

136.960

60 
1 

A1 
不

安 

2014/12/

25 

14:30:1

6 

35.1587

90 

136.960

58 
0 

A2 
不

安 

2014/12/

25 

14:31:3

0 

35.1562

44 

136.959

53 
0 

A2 
不

安 

2014/12/

25 

14:31:3

1 

35.1562

05 

136.959

52 
0 

A2 
不

安 

2014/12/

25 

14:31:3

2 

35.1561

66 

136.959

52 
1 

A2 
不

安 

2014/12/

25 

14:31:3

3 

35.1561

22 

136.959

51 
0 

A2 
不

安 

2014/12/

25 

14:31:3

4 

35.1560

73 

136.959

51 
0 

 

 

3 データの基礎集計 

 

(1) 交通事故の当事者種別 

 図-6~9 は交通事故の第一当事者，第二当事者の種別

を示している．図-6，7から第一当事者が自動車での事

故が9割程度と大部分を占めることが分かる．また，図

-8，9から第二当事者では自動車が6割程度を占めて第

一位であるが，自転車が巻き込まれる事故が一定割合

あることが分かる．一方，生活道路と幹線道路で交通事

故の当事者種別の構成比に大きな差異がないといえる．

また，ここでの第一当事者とは交通事故の当事者の中

で最も過失が重い人のことを指し，過失が少ないほう

を第二当事者とする．また，過失が同程度の場合は人身

傷害の程度が最も軽い人が第一当事者となる． 
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図-6 H25 第一当事者の当事者種別(生活道路)  

 

図-7 H25 第一当事者の当事者種別(幹線道路) 

 

図-8 H25 第二当事者の当事者種別(生活道路) 

 

図-9 H25 第二当事者の当事者種別(幹線道路) 

 

 

(2) 交通事故行動類型 

 図-10~13 は交通事故の第一当事者，第二当事者の行

動類型を示している．第一当事者では生活道路と幹線

道路の行動類型割合に大きな差はなく，直進の割合が

過半数を占めていることが読み取れる．これは交差点

での直進中の事故などが多いことが考えられる．次点

で発進の割合が大きく，これは発進時に自動車や歩行

者などと事故が生じることなどが考えられる．第二当

事者に関しては生活道路と幹線道路で割合に違いが見

られる．生活道路では直進の割合が最も大きいが幹線

道路では停止の割合が最も大きい．これは幹線道路で

は指定最高速度が大きいと考えられ，生活道路よりも

自動車の速度が速いと考えられる．このことから停止

車に気づいてもブレーキが間に合わずに交通事故に発

展してしまうのではないかと考えられる．また，第一当

事者，第二当事者ともに急停止の割合は極めて少ない．

事故回避のために危険時に急ブレーキをしている可能

性が高いが，急ブレーキが主要因である交通事故数は

少ない． 

 

 

図-10 H25 第一当事者の行動類型(生活道路)  

 

図-11  H25 第一当事者の行動類型(幹線道路) 

 

図-12 H25 第二当事者の行動類型(生活道路) 
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図-13 H25 第二当事者の行動類型(幹線道路) 

 

 

(3) 法令違反別交通事故数 

 図14は第一当事者の法令違反別交通事故数を示して

いる．これらから，生活道路と幹線道路どちらも安全不

確認が最も多い傾向は同じである．そして，図-15は第

一当事者の法令違反種別を道路種別ごとの構成比を示

したものである．これから，生活道路という規格の低い

道路では安全不確認が大半を占めている．また，幹線道

路に比べて指定場所一時不停止の割合が大きい．これ

は入り組んだ道などが多いことなどによって，歩行者

など他者との錯綜が発生しやすいことが考えられる．

また，外在的前方不確認や内在的前方運転不確認の割

合は規格が大きいほど大きくなっている．これは単調

である道路が多いことや長距離運転などで，わき見運

転や漫然運転が多くなると考えられる．ここでの安全

不確認とは危険がないと判断して必要な安全確認をし

なかったことや不十分だったことを指す．また，外在的

前方不注意とは注意すべき対象以外を注視することに

よって発見が遅れることを指し，つまりわき見運転を

指す．内在的前方不注意とは考え事や会話などによる

意識や注意力の低下による危険の発見の遅れをさし，

つまり漫然運転を指す．動静不注視は相手を発見して

いたにもかかわらず危険がないと判断したなどのため

にその後の動静を見ていなかったことなどを指す． 

今回は昼，晴れ，自動車という条件で運転ストレス頻

度を測定したため，幹線道路においてその条件下のみ

を抽出した(図-14)．その結果幹線道路全体との割合はほ

とんど変化がない．この集計では今回の研究における

飲酒運転などの運転ストレスとは関係ないものを除外

しようと考えたがごくわずかである．そのため幹線道

路の交通事故すべてを対象に分析を行う． 

 

 

 

図-14 第一当事者の法令違反別交通事故数 

 

 

図-15 第一当事者の法令違反別道路種別構成比 

 

(4) 道路形状割合 

 図-16は道路種別ごとの道路形状割合である．これよ

り規格が小さくなるほど交差点での交通事故の割合が

大きくなることがわかる．これは入り組んだ道路や交

差点の数が多いことなどが挙げられる．また，幹線道路
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では交差点の数は生活道路に比べて少ないにもかかわ

らず半数程度は交差点での交通事故となっている． 

 

図-16 道路形状割合 

 

(5) 交通事故と運転ストレス頻度の区間数 

 図-17 は年間の交通事故頻度の数ごとにどれだけの

区間数があるが示したものである．ここでの区間数と

はセンサス(交通量)の区分で分けられている．図-18 は

運転ストレス頻度の数ごとにどれだけの区間数がある

が示したものである．ここでの区間数とは交差点の間

ごとで区分されている．この運転ストレス頻度のデー

タは延べ27回すべての走行実験データを使用したもの

である．運転ストレスデータはゼロの地点は計測して

いないので除外されている．どちらも小さいほど区間

数が大きく，典型的な頻度モデルの適用が有効と考え

られる．また，運転ストレスを推定する上で交通量など

からモデル化するため，交通量が計測されていない区

間は除外した． 

 

 

図-17 交通事故数分布 

 

 

図-18 運転ストレス頻度分布 

 

 

4 交通事故と運転ストレス頻度モデル 

 

 本研究では運転ストレスと交通事故の頻度モデルを

構築し，交通量や道路構造がどのように影響を及ぼし

ているかを検討する．ただし，運転ストレスは指定され

たコースの数少ない走行実験にて運転者から主観的に

申告された運転ストレスを集計しており，申告されて

いないデータはないと仮定する．つまり，運転ストレス

頻度はゼロが存在しないデータから頻度モデルを構築

するため，配慮が必要となる．一方，交通事故に関して

は愛知県内の道路センサスの全観測箇所を対象として

いる．それぞれの頻度モデルの配慮について，以下，説

明する． 

 

(1) 運転ストレスモデルの概要 

a) 基本的な考え方 
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 今回，図-18より運転ストレスがないとき，つまりス

トレス頻度がゼロとなる区間は除外されている．よっ

て，ゼロを含まないゼロ切断型のデータである．このこ

とからゼロ切断モデルを適用した． 

b) ゼロ切断型の負の二項分布 

 負の二項分布の累積分布関数𝐹は式(1)のように表さ

れる． 

Pr(𝑌𝑖 = y) = 𝐹𝑁𝐵(y|𝜇, 𝜃)

=
Γ(𝑦 + 𝜃)

Γ(𝑦 + 1)Γ(𝜃)
(

𝜃

𝜃 + 𝜇
)
𝜃

(
𝜇

𝜃 + 𝜇
)
𝑦

 
(1) 

Γ(𝑠) = ∫ 𝑥𝑠−1𝑒−𝑥𝑑𝑥 (𝑠 > 0)
∞

0

 (2) 

 ここで𝑖 = 1，2，…，𝑛は𝑛個の観測値の数であ

り，𝑌𝑖は計測上𝑖番目の観測値である．また，𝑦 =

1，2，…は𝑌𝑖がとることができる負ではない整数の集

まりである．ここで𝜇は平均であり，𝜃はサイズパラメ

ータである． 

Pr(𝑌𝑖 = y|𝑌𝑖 > 0)

=
Γ(𝑦 + 𝜃)

Γ(𝑦 + 1)Γ(𝜃)
(

𝜃

𝜃 + 𝜇
)
𝜃

(
𝜇

𝜃 + 𝜇
)
𝑦

[1

− 𝐹𝑁𝐵(0)]
−1 

(3) 

 ここでゼロ切断型の負の二項分布の累積分布関数と

はゼロより大きいという条件を付けた条件付確率で表

され，(3)のような式となる． 

 

(2) 交通事故モデルの概要 

a) 基本的な考え方 

 今回，図-17 より愛知県内全てを対象に行っている．

よって，負の二項分布にて分析を行った．このとき，走

行回数の27で割ることによって1走行当りの運転スト

レスにする． 

b) 負の二項分布 

 ここでは式(1)を使用して分析を行う． 

 

 

5 頻度モデルのパラメータ推定結果 

 

(1) 運転ストレスの頻度モデルのパラメータ推

定結果 

表-2に運転ストレス頻度の推定結果を示す．今回，

交通量と区間延長の説明変数は交通量が大きくなれば

なるほど影響幅は小さくなると考えたため，対数化し

ている．本研究ではパラメータ推定に統計ソフト”R”

のパッケージ”VGAM”を適用した． 

 

表-2 運転ストレス頻度モデル 

説明変数 推定値 有意 

定数項 -5.041   

サイズパラメータ -0.291 ． 

ln12時間交通量/両側車線

数 
0.719   

一般国道ダミー 1.880 ** 

都道府県道ダミー 1.501 *** 

ln区間延長(m) 0.716 * 

規制速度(km/h) -0.063 * 

車道幅員(m) -0.116 *** 

中央分離帯ありダミー 2.001 *** 

AIC 620.8 

最終対数尤度 -301.4 

 

今，”***”は有意0%，”**”は有意1%，”*”は

有意5%，”．”は有意10%，” ”は有意100%であ

る． 

パラメータ推定結果から，一般国道ダミーや都道府

県道ダミーでのパラメータがプラスとなった．このこ

とから規格が大きい道路で運転ストレス頻度は大きく

なる傾向にある．また，車道幅員と規制速度のパラメ

ータはマイナスになり，車道幅員と規制速度が小さく

なるほど運転ストレス頻度が大きくなることを示して

いる．これは車線幅員が小さくなることで不安に感じ

ることや規制速度が遅くなることでイライラすること

によってストレスを感じていると考えられる． 

この推定結果から運転ストレスの期待値は次の式(5)

で表される． 
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運転ストレス頻度= 𝑒𝑥𝑝(−5.041 + 0.716

× 𝑙𝑛 (
交通量

両側車線数
) +  1.880

×一般国道ダミー+ 1.501

×都道府県道ダミー

− 0.116 ×車線幅員

− 0.063 ×規制速度

+ 2.001

×中央分離帯ありダミー

+ 0.716 × 𝑙𝑛区間延長) 

 

(5) 

式(5)を使用して，走行実験の指定コース以外の運転

ストレス頻度を，道路交通センサス区間の観測情報を

用いて推計する．なお，運転ストレス頻度と交通量の

相関係数は0.245であり，独立した説明変数とみなせ

る． 

 

 

6 交通事故モデルのパラメータ推定結果 

  

本研究では交通事故のデータを分析対象とし，式(5)

を利用して得られた推定運転ストレス頻度と交通事故

の関連性を示す．本研究ではパラメータ推定に統計ソ

フト”R”のパッケージ”pscl”を適用した． 

表-3，4に分析結果を示す．運転ストレス頻度の影響を

検証するため運転ストレスを導入した場合としない場

合で比較した．また，単路と交差点で区別するのはセン

サスの観測区間が交通量で区別しているため大きく，

センサスの観測交通量が交差点で有効ではないと考え

たためである． 

 

表-3 単路部での交通事故モデル 
 推定ストレスあり 推定ストレスなし 

説明変数 推定値 有意 推定値 有意 

定数項 -12.172 *** -12.359 *** 

推定スト

レス 
0.013 ．   

ln12時

間交通量 
0.971 *** 0.992 *** 

一般国道

ダミー 
-0.167 *** -0.136 ** 

ln区間延

長(m) 
0.570 *** 0.589 *** 

規制速度

(km/h) 
-0.020 *** -0.022 *** 

車道幅員
(m) 

0.030 *** 0.026 *** 

大型混入

率(%) 
-0.026 *** -0.026 *** 

歩道あり

ダミー 
0.619 *** 0.624 *** 

中央分離

帯ありダ

ミー 

0.302 *** 0.368 *** 

DIDで商

業地域ダ

ミー 

0.763 *** 0.757 *** 

DID商業

地域以外

ダミー 

0.485 *** 0.482 *** 

山地ダミ

ー 
-0.582 *** -0.595 *** 

AIC 13167 13168 

最終対数

尤度 
-13139 -13142 

サイズパ

ラメータ 
1.572 1.569 

 

表-4 交差点部での交通事故モデル 
 推定ストレスあり 推定ストレスなし 

説明変数 推定値 有意 推定値 有意 

定数項 -7.403 *** -8.131 *** 

推定スト

レス 
0.088 ***   

ln12時間

交通量 
0.970 *** 1.105 *** 

一般国道

ダミー 
-0.187 *** 0.045  

規制速度

(km/h) 
-0.011 *** -0.017 *** 

車道幅員

(m) 
-0.015 ** -0.026 *** 

DIDで商

業地域ダ

ミー 

0.188 ** 0.157 ** 

DID商業

地域以外

ダミー 

0.220 *** 0.229 *** 

AIC 17847 17979 

最終対数

尤度 
-17829 -17963 

サイズパ

ラメータ 
1.025 0.973 
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今，”***”は有意0%，”**”は有意1%，”*”は有

意5%，”．”は有意10%，” ”は有意100%である． 

 

 

7 考察 

 

(1) 単路部の交通事故モデルの分析結果に関する考察 

 単路部では推定された運転ストレス頻度は有意とな

りプラスになった．このことから運転ストレス頻度が

増すと，交通事故数が増えることがわかる．今回の運転

ストレスの推定では交通量などから推定したため交差

点では交通量などの出入りがあり一定でははい．これ

より単路にのみ着目するほうが適当であると考えられ

る．また，推定運転ストレス頻度が説明変数にある場合

とない場合で推定値にあまり違いは見られなかった．

交通量がプラスの推定値になっていることから交通量

が大きい道路ほど交通事故が増えることが考えられる．

歩道ありダミーや DID で商業地域ダミーでは推定値が

プラスになっている．歩道がある場所や DID では歩行

者が多くなることが考えられる．よって，直接的に説明

変数として導入できなかった歩行者数が多いことによ

って交通事故数が多くなっていると考えられる．次に

大型混入率，山地ダミー，規制速度がマイナスになって

いることから，大型車が多く混入していること，山地で

あること，規制速度が大きいことによって交通事故数

は小さくなることがわかる．これは大型車混入率と山

地ダミーに関しては普段慣れていない状況や道路環境

によって運転者の意識や注意力がより強くなっている

のではないかと考えられる．規制速度は単調な道路環

境であるため交通事故が起きにくいのではないかと考

えられる． 

 

(2) 交差点部の交通事故の分析に関する考察 

 交差点部に関して推定された運転ストレスは有意に

なり，プラスになっている．このことから運転ストレス

が増すと交通事故数が増えることがわかる．また，一般

国道ダミー，規制速度，車道幅員の推定値はマイナスと

なった．このことから交差点部では規格の大きい道路

で交通事故が少ないことが考えられる．これは規格の

大きい道路では信号が設置されていることが多いこと

が考えられる．AICに着目すると，今までの結果と同様

推定運転ストレス頻度が説明変数としてあるほうがよ

いモデルであった．また，推定運転ストレス頻度が説明

変数にある場合とない場合で推定値にあまり違いは見

られなかった． 

 

 

8 結論 

 

(1) 得られた知見 

 本研究では，運転ストレス頻度に着目し，それと交通

事故の関連性について分析した．以下に本研究で得ら

れた知見をまとめる． 

a） 交通事故頻度モデルのパラメータ推定の結果から，

運転ストレス頻度のパラメータがプラスに推定さ

れたため，運転ストレス頻度が大きくなる程，交

通事故数が増える関係性になることを確認した． 

b） 道路環境によって運転ストレス頻度は変化する． 

 

(2) 今後の課題 

 今回は運転ストレス頻度の走行データが少ないこと

が大きな課題である．走行データを増やすためにもっ

と簡単に運転ストレス頻度を取るシステムが有用であ

る．また，運転ストレス頻度の走行データにおいて道路

形状などの情報が少なく，走行ルートが決まっている

ため同じような道路環境が多くなった．そのため走行

ルートの拡大や一般ドライバーの運転ストレスの計測

の必要がある． 

 交差点部においてより適切な交差点独自の説明変数

が統計データでは用意できなかったため，交差点のモ

デル構築自体の改良が必要と考える．また，現状でヒヤ

リハットデータとして認識されている急ブレーキ箇所

のデータを利用し，交通事故や運転ストレスとの関係

性を分析し，交通事故リスク指標としての棲み分けを

議論していく必要がある． 
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